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はじめに

当発表では、訪問したタイのラッカバンICDの呼び名に合
わせ、総合的な機能の有無に関わらず、広義で内陸のコ
ンテナ蔵置所を意味する用語として「ICD」を用いる。

ICDとは・・インランドコンテナデポのこと。港から離れた内陸に一定程度コンテナが蔵置されてい
る場所で、略してインランドデポとも呼ばれる。
ほかにも、インランドポート、ドライポートといった内陸の港としての総合的な機能を持つことを概
念的に示す表現を含め、国内外で様々な呼ばれ方がある。

ラッカバンICD 2
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1．タイにおけるインフラの概要-港湾管理体系

日本における港湾行政の体系 タイにおける港湾行政の体系

関係法令 港湾法 タイ港湾公社法

港湾管理 港湾管理者（地方自治体等）
5つの物流港湾：PAT
その他の港湾 ：MD（運輸省海運局）

IEAT（タイ工業団地管理公社）

計画策定

港湾法に基づく基本方針等
：国土交通省
個別港湾の港湾計画
：港湾管理者（地方自治体）

全体計画：運輸省（運送交通政策企画事務局）
５つの物流港湾：PAT
その他の港湾 ：MD、IEAT

整備事業
港湾計画に基づき
港湾管理者（地方自治体等）
または国が整備事業を実施

５つの物流港湾 ：PAT
その他の港湾 ：IEAT等

ふ頭運営 民間企業 PAT管理港湾：PAT/民間企業
MD管理港湾 ：民間企業

参考：運輸総合研究所 アセアン・インド地域事務所「第147回 運輸政策コロキウム バンコクレポート」

①タイ港湾公社（PAT）について
・タイ港湾公社(Port Authority of Thailand)は、タイ運輸省の管轄下にあり、
1951年に港湾公社法に基づき、独立した港湾管理団体として組織された。
・主要物流港湾であるバンコク港、レムチャバン港に加え、内陸河川港
であるチェンセン港、チェンコン港、ラノーン港の５港を管理している。

②日本とタイの港湾行政体系の違い チェンセン

チェンコン

ラノーン
バンコク

レムチャバン

PATが管理する５港湾

4



既存コンテナターミナル
岸壁全長：約1,200ｍ 水深：最大-8.5ｍ

新規コンテナターミナル（予定地）

新規物流倉庫（予定地）

・バンコク市内に近接している港で1951年に開港。港から消費地へ効率的な陸送が可能な立地
・水深が浅いことから1,800TEU以下の船のみに入港制限
・タイ全体の13％程度（約140万TEU）の取扱量だが、
狭隘な土地で蔵置能力が逼迫していることや大型船が入港できないことから横ばい傾向
・コンテナターミナル（目標：290万TEU～360万TEU）と物流倉庫を整備していく予定

1．タイにおけるインフラの概要-バンコク港
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バンコク港の取扱量の推移・輸出入割合

輸出 輸入

輸出
（実）
39%

輸出（空）
1%

輸入
（実）
59%

輸入
（空）
1%

輸出（実）
21%

輸出（空）
24%

輸入（実）
54%

輸入
（空）

1%

消費地が近く、
輸入貨物が多い

【参考】東京港の割合

TEU

横ばい傾向
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1．タイにおけるインフラの概要-レムチャバン港

・1980年代に東部臨海開発計画の一環として、バンコク港の交通渋滞緩和や大型船対応等のために計画
・1986年にフェーズⅠ（A・B）の開発計画が着工し、日本のODAの援助も得て1991年に開港
・フェーズⅠ（A・B）は430万ＴＥＵ/年の取扱能力だが、1990年代はタイの経済成長率が高く、
10年でキャパシティが限界となったため、フェーズⅡ（C・D）が計画・供用（680万TEU/年）
・現在整備されているフェーズⅢ（E・F）は700万TEU/年が見込まれ、港全体として約1800万TEU/年となる見込み

水深
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水深
-16ｍ

水深
-18ｍ
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レムチャバン港の取扱量の推移・輸出入割合

輸出 輸入

輸出（実）
49%

輸出（空）
1%

輸入（実）
32%

輸入（空）
18%

【参考】横浜港の割合

基幹航路が充実し
輸出貨物が多い

輸出（実）
38%

輸出（空）
15%

輸入（実）
44%

輸入
（空）
3%

TEU

フェーズⅠ（A・B地区) フェーズⅡ（C・D地区） フェーズⅢ（E・F地区）

供用開始：1991年 供用開始：2009年 供用開始：2025年予定

取扱能力：430万TEU
水深 ：-14ｍ

取扱能力：680万TEU
水深 ：-16ｍ

取扱能力：700万TEU
水深 ：-18.5ｍ

参考：運輸総合研究所 アセアン・インド地域事務所「第147回 運輸政策コロキウム バンコクレポート」

増加傾向
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タイにおける渋滞の主な要因
・バンコク市内への人と車両の一極集中
・雨季の集中豪雨による道路の冠水
・補修されていない道路の凹凸
・車両の交差点流入量に対する処理能力不足

世界渋滞都市ランキングでバンコクが第１位
（大手GPSメーカーTOMTOM社2016年調査）バンコク市内の人口は約820万人（タイ人口の約12％）

市民の移動や生活用品等の貨物輸送が集中

レムチャバン港周辺では
慢性的な渋滞は発生していない。

1．タイにおけるインフラの概要-道路渋滞
タイ主要部の平日19時頃の交通状況
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1．タイにおけるインフラの概要-日本との比較と整備方針

出典：タイ・ASEAN情報誌「Arayz」 出典：タイ・ASEAN情報誌「Arayz」

＜タイのインフラ計画＞

⇒バンコク一極集中の分散・近隣国との接続性向上

＜タイのインフラ現状＞
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インフラ整備数（日本とタイの比較）
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２．タイにおけるICDについて-ラッカバンICD

ラッカバンICDの開発経緯

・1980年代、タイは、東部臨海地域（右図）の工業化を推進
し、バンコク首都圏に過度に集中している産業や人口を分散させ
る「東部臨海開発計画」を推進していた。
同計画には、レムチャバン港の建設事業など16事業もの円借

款事業があり、日本も大きく関与してきた。
レムチャバン港の開発は、同計画の中心となる事業で、JICA

が開発調査を実施した。

・1989年のJICA調査結果により、「レムチャバン港は経済の中
心であるバンコクより130km離れており、開発するにあたっては、
（荷主の負担軽減や港湾の負荷軽減、交通量の減少を図るた
め）ICDを設立することが重要である」と提案・勧告を行った。
・1991年のレムチャバン港の供用開始から遅れること５年、
1996年にラッカバンICDが設立された。

・ラッカバンICDは鉄道が直結し、レムチャバン港との間の鉄道
輸送が可能となっている。

ラッカバンICD～レムチャバン港
の距離（118ｋｍ）

東部臨海地域
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２．タイにおけるICDについて-ラッカバンICD

・ 敷地面積が104haあり、 SRT（タイ鉄道局）が土地保有権、使用権、鉄道の管理を行う。
・ 税関や検疫所も設置され、施設としては24時間稼働可能。
・ ６社のオペレーターが運営し、合算で200万TEU/年のキャパシティ。
・ オペレーターは船会社（子会社含む）または、レムチャバン港と同一のオペレーター。
・ 中央に引込み線が敷設されており、全オペレーターが鉄道輸送可能。
・ 敷地全体が保税地域であり、コンテナ（FCL・LCL の両方）の荷受け・荷渡しが可能。

ECTT
(エバーグリーン）

ESCO

㈱上組、丸紅㈱、
PSAの合弁会社

TIFFA
(APL）

SiamShoreside
(マースク）

THL
(HMM）

NICD
(NYK）

レムチャバン港まで
118km

バンコクまで
30km

ICD内の引込線

ラッカバンICDの運営
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２．タイにおけるICDについて-ラッカバンICD

404,828 457,015 464,608 446,209 435,362 360,111 
237,671 291,504 341,735 
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鉄道 トラックTEU

・ 内陸施設だが港湾と同機能（船荷証券（B/L）の発行、保税・通関機能、コンテナリペアなど）がありニーズが高い。
・ 年間貨物量は120～150万TEU（バンコク港と同程度）で推移しており、バンコクの混雑対策に寄与している。
・ 鉄道輸送が伸び悩む要因としては、リードタイムや定時制のほか、 レムチャバン港側での引き込み線が単線でキャパシティ
が40万TEU/年となっていることも挙げられる。レムチャバン港においては、引き込み線の複線化を図っている。

ラッカバンICDのニーズと取扱量
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２．タイにおけるICDについて-日本・タイ鉄道輸送の比較

27%

73%

鉄道輸送 トラック輸送

自動車 鉄道 内航 航空

0.95%
7.1%

91.6%

【輸送力（レムチャバン港～ラッカバンICD）】
・ 鉄道便数：16便/日（68TEU/便） ⇒ 1,088TEU/日
・ レムチャバン～ラッカバン間の輸送時間は約4時間
【優位性】
・ 大量輸送が可能で、トラック輸送よりも安価
【課 題】
・ 港湾エリアでの荷役待ちなど、鉄道ダイヤの乱れにより定時制が低い

ラッカバンICD～レムチャバン港
の距離（118ｋｍ）

【輸送力（東京～盛岡）】
・ 鉄道便数：1便/日（52TEU/便） ⇒ 52TEU/日
・ 東京～盛岡間の輸送時間は約12時間※宇都宮までの輸送時間は約3時間半
【優位性】
・ 定時制が高い
【課 題】
・ トラック輸送や内航船輸送よりも料金が高く、便数が少ない

宇都宮

仙台

盛岡

東京港

ラッカバンICDの鉄道輸送

レムチャバン港ーラッカバン間の輸送割合

日本国内の輸送割合

旅客鉄道が中心
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日本の鉄道輸送



２．タイにおけるICDについて-今後のICD整備
ICDの整備計画
タイ政府は、2024年までに①チャチュンサオ、②コンケーン、
③ナコンラチャシマ、④ナコーンサワンの4か所でのICD整
備を計画している。（右図）

長距離鉄道と直結するICDを整備することにより、周辺
国からの集貨等を図るが、一方で、ICDの現地コミュニティ
から環境悪化を懸念する声もあり、計画通りに進んでいな
い面もある。

そうしたなか、②コンケーンでは2019年からタイ国鉄
（SRT）が貨物ターミナル運営の入札を開始し、トライア
ルベースでの輸送が開始された。

コンケーン県（タープラ町）のICD 14



２．タイにおけるICDについて-今後のICD整備

タイにおける主要ICDは、レムチャバン港やバンコク港から離れた位置、国境に近い場所に鉄道網と一体で整備
しており、バンコク一極集中の分散や近隣国からの貨物集積の戦略を取っていることが分かる。

タイESCOは、タイ北東部コンケーン県タープラで、貨物鉄道ターミナル運営事業に参画
（SRTより４区画のうち１区画の運営権を獲得）した。

ESCOはリーチスタッカー１台を導入し、2022年の春からトライアルベースで同駅とバンコ
クやレムチャバンを結ぶ輸送を行っている。レムチャバンまで約500kmとコスト面や環境
負荷低減面でもメリットが出る。

コンケーンは農産物の生産地としても知られ、農産物輸出などでの利用が期待できる。 タイESCO提供資料
※要約 8,200m2の敷地に500TEUの蔵置キャパシティを持ち、64TEU/日
の鉄道輸送能力がある。
ラッカバンやレムチャバンから500km程度、ラオス国境から200km離れており、
鉄道輸送による利便性が高い。

15

タイとラオスの国境付近には2022年にタナレーンドライポートが開業しており、中
国ラオス鉄道からタイ国鉄への積替えを行っている。

輸送コスト削減のためにICDの整備が期待されており、ラオス政府との間で可能
性調査に合意している。

コンケーン（タープラ）のICD

タイ～ラオス～中国の鉄道による越境輸送

出典：JETRO

中国ラオス鉄道（右）からタイ国鉄（左）へのコンテナの荷役作業



２．タイにおけるICDについて-その他のICD

・ラッカバンICDの周辺には、保税や通関機能を持たない民間運営のICDが複数存在する。

レムチャバン港

バンコク港

ラッカバンICD

【凡例】
★：港湾
●：ラッカバンICD
●：民間ICD
●：工業団地

ラッカバンICD以外のICD

タイの民間ICDは空コンテナ置き場で、日本における多くのICDと類似している。 16
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空コンテナの輸送距離短縮により輸送コスト削減に繋がるコンテナラウンドユース（CRU）を目的としたICDが運送事
業者により複数設立された。

３．日本におけるICDについて-歴史・経緯

日本初のICD（1970年頃～）

ICDの設立増加（1990年頃～）

日本初のICDは、大手製造業が多く立地するものの近隣に港がない静岡県西部地域の、輸出増加と国際海上輸送
のコンテナ化に対応するため、1971年に東名高速道路浜松インターチェンジの隣接域に静岡県により設立された。

都市部での地価高騰や物流コスト増加などを背景に、企業の生産・物流拠点が地方に進出したことで、輸出入貨物
の海上コンテナの積み替え拠点を内陸地の各企業の近傍に設置することによる物流効率化を目的に、東日本の京浜
港から一定程度離れた場所に複数のインランドデポが開設されていった。（山形・山梨・宇都宮・つくば・三条・燕な
ど）

CRUによるICD活用（2000年頃～）
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３．日本におけるICDについて-コンテナラウンドユース

ICDを活用したラウンドユース例通常の海上コンテナ輸送例

ターミナル

空コンテナ

工場・倉庫

実入りコンテナ

輸出企業B社

輸送距離100ｋｍ

輸送距離100ｋｍ

ターミナル

実入コンテナ

工場・倉庫

空コンテナ

輸入企業A社

輸送距離80ｋｍ

輸送距離80ｋｍ ターミナル

実入コンテナ

工場・倉庫
空コンテナ

輸入企業A社

輸送距離80ｋｍ

輸送距離30ｋｍ

ICD

工場・倉庫

空コンテナ

輸送距離40ｋｍ

ターミナル

実入りコンテナ

輸送距離100ｋｍ

空荷物の長距離
輸送発生

空荷物の長距離
輸送発生

ICDを活用したラウンドユースを行うことで、空コンテナの輸送距離を短くする運送効率化が可能に
⇒ 輸送コスト削減、トラックの回転率向上、CO2排出量削減などの効果あり

輸出企業B社

19

空コンテナの総輸送距離 180ｋｍ 空コンテナの総輸送距離 70ｋｍ



東京港から100㎞圏内の北関東
を中心に、設立経緯や機能が
異なるICDが点在する。
（鉄道駅と直結のICDはない）

設立経緯から、これらのICDは、
地域の活性化を目的とした公
設民営型と、運送の効率化に
よる収益向上を目的とした民
間事業型に大きく分類される。

公設民営型は自治体等のバッ
クアップにより比較的規模が
大きく機能が充実しており、
民間事業型は空コンテナのデ
ポ機能などに特化したもの等、
機能にばらつきがある。

100km

３．日本におけるICDについて-関東地方におけるICDの位置と特徴

関東圏における主要ICDの位置

50km

坂東デポ

宇都宮国際貨物ターミナル

ＳＬＣ古河

瑞穂デポ

太田国際貨物ターミナル
佐野インランドポート

タツミデポ

東京港

アルファトランスポート つくばデポ

横浜港

100km
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		設置者 セッチシャ		(株)太田国際貨物ターミナル カブ オオタ コクサイ カモツ		佐野市 サノシ		久和倉庫(株) キュウワソウコ カブ		青伸産業運輸(株) アオ ノ サンギョウ ウンユ カブ		吉田運送(株) ヨシダウンソウ カブ

		運営者 ウンエイシャ		早川海陸輸送(株) ハヤカワ カイリク ユソウ カブ		吉田運送(株) ヨシダウンソウ カブ		久和倉庫(株) キュウワソウコ カブ		青伸産業運輸(株) アオ ノ サンギョウ ウンユ カブ		吉田運送(株) ヨシダウンソウ カブ

		CRU実績 ジッセキ		13,098TEU/年
（R1d実績） ネン ジッセキ		8,339TEU/年
（R1d実績） ネン ジッセキ		非公表 ヒコウヒョウ		2,500TEU/年
(R2.10新聞記事。
瑞穂と合算） ネン シンブンキジ ミズホ ガッサン		約7,200本/年
(R2.3新聞記事) ヤク ホン ネン シンブンキジ

		デポ契約
船社 ケイヤク センシャ		ONE、OOCL、
WanHai		OOCL、WanHai、Evergreen		ONE
（船社HPから。その他は不明）		ONE、OOCL、Evergreen、WanHai、CMA-CGM、TSLine		OOCL、CMACGM、ANL、Evergreen、Wanhai、ONE、SITC、Namsung、Cosco、HapagLloyd、MSC、Maersk

		主要荷主 シュヨウ ニヌシ		スバル
三洋電機 サンヨウ デンキ		サントリー
コマツ		非公表(周辺に自動車産業有) ヒコウヒョウ シュウヘン ジドウシャ サンギョウ アリ		日野自動車 ヒノジドウシャ		KBSクボタ



				⑥		⑦		⑧		⑨

		名称 メイショウ		アルファトランスポート		つくばデポ※		瑞穂デポ※ ミズホ		タツミデポ

		所在 ショザイ		茨城県常総市 イバラキケン ジョウソウシ		茨城県つくば市 イバラキケン シ		東京都瑞穂町 トウキョウト ミズホマチ		埼玉県狭山市 サイタマケン サヤマシ

		運営形態 ウンエイ ケイタイ		民営 ミンエイ		三セク⇒民営 サン ミンエイ		民営 ミンエイ		民営 ミンエイ

		設置者 セッチシャ		アルファトランスポート(株) カブ		みなと運送(株) ウンソウ カブ		青伸産業運輸(株) アオ ノ サンギョウ ウンユ カブ		タツミトランスポート(株) カブ

		運営者 ウンエイシャ		アルファトランスポート(株) カブ		みなと運送(株) ウンソウ カブ		青伸産業運輸(株) アオ ノ サンギョウ ウンユ カブ		タツミトランスポート(株) カブ

		CRU実績 ジッセキ		非公表 ヒコウヒョウ		非公表 ヒコウヒョウ		2,500TEU/年
(R2.10新聞記事。
瑞穂と合算） ネン シンブンキジ ミズホ ガッサン		391本/年
(H28埼玉県資料) ホン ネン サイタマケン シリョウ

		デポ契約
船社 ケイヤク センシャ		ONE、OOCL、WANHAI、Maersk、HASCO、YangMing、CMACGM、HapagLloyd、Evergreen、MSC、SINOTRANS		WanHai
（船社HPから。その他は不明） センシャ タ フメイ		ONE、OOCL、Evergreen、WanHai、CMACGM、TSLine		WanHai
（船社HPから。その他は不明） センシャ タ フメイ

		主要荷主 シュヨウ ニヌシ		非公表(周辺にキャノン等有) ヒコウヒョウ シュウヘン トウ アリ		KBSクボタ		日野自動車 ヒノジドウシャ		さいたま市内
（詳細非公表） シ ナイ ショウサイ ヒコウヒョウ







３．日本におけるICDについて-ICDの代表的な機能

分類 整備者 運営者
機能

港湾からICDまでの
輸送責任

蔵置 バン・デバン
(混載・仕分)

コンテナ
チェック
(リペア)

通関
(B/L) CRU

空 実

公設民営型 地方自治体 第三セクター等 〇 〇 〇 〇 ー 〇 荷主等
（ICD・運送事業者）

民間事業型 運送事業者、
物流事業者等

運送事業者A 〇 ー ー ー ー 〇
荷主等

（ICD・運送事業者）

物流事業者B 〇 〇 〇 〇 ー 〇

物流事業者C
（船社D） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 船社
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ICDへの船社関与が高まることで、港湾からICDの輸送を船荷として扱うことができるようになる。
⇒港湾からICDの輸送は船社責任となり、ICDは内陸港としての機能が高まる。

国内ICDの代表的な機能例



船社責任による輸送

３．日本におけるICDについて-船社関与の高まるICD

ターミナル

空コンテナ

工場・倉庫

実入りコンテナ

輸出企業B社
ターミナル

実入コンテナ

工場・倉庫

空コンテナ

輸入企業A社

＜ICDを活用しない輸送＞

実入コンテナ

A社工場・倉庫

空コンテナ

ICD

B社工場・倉庫

空コンテナ

実入コンテナ

輸出企業B社

＜従来のICD＞

ターミナル

ICDを活用しない輸送や、多くのICDの輸送と異なり、
船社関与が高まるICDでは、港湾からICDの輸送を船社責任にできる

船社の責任による輸送をシャトル輸送（港湾～ICD）
荷主等の責任による輸送を区間輸送（ICD～工場・倉庫）
として、分離が可能（ラッカバンICDと同様）

ターミナル

実入コンテナ

A社工場・倉庫

空コンテナ

輸入企業A社

ICD

B社工場・倉庫

空コンテナ

ターミナル

実入コンテナ

実入コンテナ

実入コンテナ

輸出企業B社

＜船社関与の高まるICD＞
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荷主等の輸送責任

船社の輸送責任

輸入企業A社

ターミナル

荷主（ICD）等の輸送責任

荷主等の輸送責任



３．日本におけるICDについて-輸送の分離によるメリット・デメリット

【シャトル輸送（船社）のメリット】
・ 港湾が比較的空いている時間帯で輸送の調整が可能
・ シャトル輸送にかかる消費税は外貨扱いとなるため非課税
・ ICDで空コンテナのリペアが可能なため、 港湾におけるリペア作業等の負担を軽減
・ ICDを拠点に集貨範囲の拡大が可能
【シャトル輸送（船社）のデメリット】
・ 空コンテナのポジショニング複雑化による調整業務増加
・ シャトル輸送やICDの業務増によるコストの増加

シャトル輸送と区間輸送の分離

荷主A

荷主B

荷主C

内陸CY

東京港

横浜港

荷主A

荷主B

荷主C

ICD
荷主A

荷主B
荷主C

内陸CY

東京港

横浜港

荷主A

荷主B

荷主C

（ICDを活用しない輸送イメージ） （シャトル輸送と区間輸送の分離イメージ）

【区間輸送（荷主・ICD）のメリット】
・ ICDから荷主までの区間輸送にかかるトラック手
配の確実性が向上
・ 港湾地区の混雑の影響を受けないため、輸送
時間の見込みが立つ
【区間輸送（荷主・ICD）のデメリット】
・ICDにおける荷役作業のダメージリスクやコスト
増加の可能性

輸送の分離

船社 荷主・ICD
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３．日本におけるICDについて-最新の取組例

2022年8月1日 ONEのプレス発表

蔵置能力：700TEU

船社関与が高まるICD（吉田運送㈱の坂東デポ）
2022年８月にONEは茨城県坂東市の吉田運送㈱デポにインランドCYとしての機
能を設置。吉田運送㈱は、施設内のフェンスや侵入探知機、夜間照明などのセキュ
リティー対策を施し、コンテナリペアのための溶接機導入、板金技術向上に取り組み、
インランドCYに向けた整備を行った。船荷証券が発行できるため、港湾からICDまで
のシャトル輸送を船社責任で請け負うことができるところに大きな特徴がある。

24

このほかにも、船社が内陸にICDを設立するケースもあり、国内のニーズの高まりに注目が集まる。
コスト面等で課題はあるものの、船社の輸送責任の内陸へのシフトが拡大する可能性がある。



目次

１．タイにおけるインフラの概要

２．タイにおけるICDについて

３．日本におけるICDについて

４．日本におけるICD活用の方向性（タイとの比較を通じて）
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４．日本におけるICD活用の方向性（タイとの比較を通じて）－港湾物流の課題と解決策①ー
課題① 港湾における渋滞

タイのICDや国内の多くのICDにおいて対応可能な空コンテナの引取りや返却を、できるだけ港湾でなくICDにおいて実施
⇒港湾エリアでの空コンテナ輸送によるトラックの往来が減少し、渋滞緩和に寄与

車庫出発

（輸出コンテナの搬入）

港湾エリア到着

輸入コンテナの搬出

港湾エリア出発 荷主倉庫へ
搬入

移動 移
動 移動 移動

車庫到着
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空コンテナの返却

〇 国内コンテナ主要港におけるコンテナ取扱量の増加を背景に、港湾エリアでの渋滞が発生している

（空コンテナの引取り）

ICDの活用による解決策① 空コンテナ輸送の効率化による港湾での輸送減少

＜渋滞の影響を受けるトラックドライバー例＞

ドライバー労働時間の長期化



〇 道路貨物運送業の運転従事者数は、今後の少子高齢化の影響を受け減少傾向に拍車が掛かり、減少していく見込み
〇 2024年問題（トラックドライバー時間外労働の上限規制）に伴い、更なるドライバー労働力不足が懸念される
道路貨物運送業の運転従事者数の推計

（千人）

トラックドライバー時間外労働 の上限規制

４．日本におけるICD活用の方向性（タイとの比較を通じて）－港湾物流の課題と解決策②ー
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ラッカバンICDのようにICDを内陸港として活用し、港からICDまでのシャトル輸送とICDから荷主までの区間輸送を分離
⇒シャトル輸送と区間輸送のそれぞれにおいて、ドライバーの輸送距離・時間を短縮することが可能

課題② ドライバー労働力不足

出所：日本ロジスティクスシステム協会「ロジスティクスコンセプト2030」

ICDの活用による解決策② 輸送の分離等によるドライバー負担の減少



国土交通省資料
「運輸部門における
二酸化炭素排出量」

４．日本におけるICD活用の方向性（タイとの比較を通じて）－港湾物流の課題と解決策③ー

〇 国内のCO2排出量のうち、産業部門に次いで運輸部門が17.7%を占め、そのうち貨物自動車が39.2%
〇 世界的にCO2排出量削減の機運が高まるなか、国内全体の6.9%を占める貨物自動車における対策も急務
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国内で従来から展開されているICDを活用したラウンドユースや、ラッカバンICDと同様のシャトル輸送と区間輸送の分離を実施
⇒トラックの総輸送距離を短縮し、CO2排出量削減に寄与

課題③ 貨物自動車のCO2排出量

ICDの活用による解決策③ 輸送の効率化によるCO2排出量の削減



４．日本におけるICD活用の方向性（タイとの比較を通じて）－まとめ・考察①
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日本 タイ
（ラッカバン等）

運営主体 運送事業者・第三セクター 船社・ターミナル

主な機能 空コンテナの蔵置、ラウンドユース
港湾と同機能（船荷証券（B/L）の
発行、保税・通関機能、コンテナリペア
など

輸送モード トラック トラック・鉄道

ICDの背後圏 大手荷主、工業団地 大手荷主、工業団地、隣国

今後の発展性 船社の関与が高まり港湾と同機能を
持つICDが増える可能性あり

港湾から離れた位置、国境に近い場所
に鉄道と一体で整備することでバンコク
一極集中の分散や近隣国からの貨物
集積の可能性あり

日本とタイのICD比較



４．日本におけるICD活用の方向性（タイとの比較を通じて）－まとめ・考察②
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ICDを活用したラウンドユース（空コンテナ輸送の効率化）
メリット デメリット

荷主 ・輸送コストの削減
・CO2 等環境負荷低減

・運用上の調整業務の増加（荷主同士の調整、運送事
業者との交渉等）

運送事業者 ・CO2 等環境負荷低減
・トラックの回転率向上（渋滞回避）

・輸出入1回当たりの売上の減少（輸送距離減少）
・運用上の調整業務の増加（ICD経由の増）

船社 ・荷主に対する営業の材料 ・空コンテナのポジショニング複雑化による調整業務増加

ICDを「内陸港」として活用（輸送の分離）
メリット デメリット

荷主 ・トラック手配の確実性向上
・輸送時間見込み正確化（渋滞回避）

・ICDを利用することで荷役作業が発生するため、貨物の
ダメージリスク及び荷役費用が増加する可能性あり

運送事業者 ・トラックの回転率向上（輸送分離）
・ドライバー不足への寄与

・運用上の調整業務の増加（輸送分離によるドライバー
調整）

船社
・貨物集荷範囲の拡大
・シャトル輸送の効率化（非課税・時間調整）
・港湾の作業負担減（ICDでリペア作業等）

・空コンテナのポジショニング複雑化による調整業務増加
・シャトル輸送やICDでの業務増によるコスト増



４．日本におけるICD活用の方向性（タイとの比較を通じて）－まとめ・考察③
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船社関与の高まるICDの背景（世界的な流れ）
• 2010年代まで、物流業界においてはコストやリードタイムを重視する傾向が強く、従来の国内ICDにおいても、輸送の効率
化によるコストの低減などのメリット出しが求められていた。

• 2015年頃からSDGsの取組みに対する関心が世界的に強まり、環境負荷低減への機運が高まるなか、CO2排出量の削減
が各企業に求められ、物流において質を重視する声が上がった。

• また、新型コロナウィルス感染症拡大の影響により、コンテナやスペースのひっ迫などが起こり、運賃が未曾有の高騰をみせるなど、
2020年代からは、物流にコストよりも安定性を求める声が強まっている。

• ニーズの変革により各船社は経営方針を見直し、船社によってはロジスティクス全体に参画して総合物流企業を目指す方針を
取り始め、こうした背景によりICDへの船社関与が高まっていると考えられる。

今後の日本におけるICD活用の方向性
• 国内においても2024年問題など大きな潮目を迎えており、荷主からも、一時的なコストやリードタイムのメリットよりも、長期に
安定的で環境負荷の少ない輸送を求める声が強まることが予想される。

• ICDを内陸港として輸送を分離するという船社の新たなサービスが、荷主の選択肢の幅を広げ、国内物流の各課題に対応
した解決策となることが期待される。
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